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○開　会
（委員長）
みなさんこんばんは。本日は、お忙しい中、平成29年度第２回狛江市市民福祉推進委員会にお集まりいただきましてありがとうございます。
定刻になりましたので、議事を開始させていただきます。
本日の会議の開催にあたりまして、松永委員、日高委員、阿部委員、眞保委員から事前に欠席の連絡を受けております。また、何人か遅刻の方もいらっしゃるようですが、本会議が有効に成立するための定足数は満たしております。
それでは、事務局から配布資料の説明をお願いします。
（事務局）
資料確認
《議　題》
（１）審議　第４次あいとぴあレインボープラン（狛江市地域福祉計画）の重点施策の設定について
（委員長）
議事（１）に入ります。本委員会の前に地域福祉検討委員会を開催していただき、検討委員会委員の皆様は長時間で大変お疲れだと思いますが、審議をしていただいています。第４次あいとぴあレインボープラン（狛江市地域福祉計画）の重点施策の設定について、資料の説明と検討委員会での審議経過について事務局から説明をお願いいたします。
（事務局）
【資料１、２－２】説明。
（委員長）
事務局よりご説明がありましたが、ご意見・ご質問等ありますでしょうか。
（委員）
やりたいことは広範囲で書かれていますが、実際にやるのは福祉の担い手だと思います。担い手の体制を構築しなければ、様々な施策は動かないと思います。そのため、担い手の育成、担い手の数等のベースを検討する必要があると考えます。成し遂げるための担い手は十分なのか、又は不足しているのでしょうか。今後福祉サービス利用対象者が増えていくにあたって、特にボランティア等も含めた担い手をどのように育成していくのかというビジョンが欲しいと思います。そのビジョンが無ければ計画にならないと思います。
（委員）
私も同じのことを感じています。担い手ということはよくいわれますが、なかなかいないです。例えば、市で認知症の方の支援に関する講座を計画しても、集まる人は少ないです。また、受講しても実際に支援活動につながる人は少ない状況で、受講したままの人が多くなっているので不安に感じています。こういうことは、行政だけではなく、市民も一緒に取り組まないと成り立たないと思います。
（委員長）
担い手については「（３）新しい支援体制を支える環境整備」に、コーディネート人材や医療・福祉分野で横断的に活躍できる専門人材を育成するとあります。この表現だけでよいかということは検討が必要です。また、委員からご意見があったように、専門人材だけではなく、市民の方も含めるということが大事になると思います。事務局はいかがでしょうか。
（事務局）
今回は市民意識調査でも福祉の担い手調査を実施しました。その調査結果では、既存の町会・自治会、民生委員・児童委員は、高齢化しており、既存の担い手のみで今後の福祉を担っていくということは、現状でも困難となっております。今後は市民活動支援センターや社会福祉協議会で検討いただいている「あいとぴあカレッジ」の中で、地域の福祉的な面を担っていただく人材を育てていく必要があると考えています。そのため、施策の個票の中にはそのような旨のことを書かせていただいています。
（委員長）
社会福祉協議会はいかがでしょうか。地域福祉活動計画とも関係すると思います。
（委員）
現在、地域福祉活動計画を検討していますので、まとまりましたらご報告できればと思います。
（委員長）
多摩地域は７～８年後に高齢化がピークです。専門人材を確保するのは難しいですし、市民の皆さんの協力を得ることも簡単ではないと思います。相当な仕組みを検討していく必要があります。社会福祉協議会も含めて、行政と連携を取ることは重要ですし、ある程度のインセンティブも必要になると思います。生計を維持するには年金では足りないと思っている方々が福祉サービスに協力することにより、ある程度の収入を得ることができるというコミュニティビジネス的な発想にしないと、私個人としては厳しいと思っています。試験的にＮＰＯの設立も含めて考えていくと良いかもしれません。例えば、買い物のデリバリー、送迎等が考えられます。今後は虚弱な高齢者が増えていくので、そのニーズとサービスをマッチングするような人材開発が必要です。今までのボランティアベースの発想では厳しくなると思います。笑顔サービスも協力会員を確保するのは厳しいですか。
（委員）
毎年20人程度が新たに協力会員になってくださいますが、同数程度が辞めているので、全体的には変わらない状況です。
（委員長）
次回に具体的な施策にどれだけ入れ込むことができるかを検討します。
他にはいかがでしょうか。
（委員）
４月から介護保険の総合事業がはじまっています。現場の実感としては、引き受けたがらないヘルパーさんが圧倒的に多いと思います。元々の担ってきた方が反発していて、今後、地域の担い手を増やすことは本当に大変だと感じています。
（委員）
今後の育成、増員という部分がなくて、抽象的な内容だけ書いてあるという印象があり、大丈夫なのか不安になります。具体的に人員の問題について、どのように推計し、どのように実現するかが必要だと思います。
（委員）
ヘルパーに限っていえば、高齢化していて、新たにヘルパーになる担い手はほとんどいません。事業所であれば誰しも分かっていると思います。例えば、訪問介護の事業所でヘルパーを募集しても、１年間で限られた人数しか応募がありません。事業展開として、正職員として雇って高い収入を保証しながら現場で働いてもらうという形でないと、特に新しい事業所は成立しません。そのため、以前から提案していますが、市で住宅を貸し出して福祉職の方を他の地域から誘致するようなことをしていかないと人材確保はできないと思います。昨年できた特別養護老人ホームは、いまだにショートステイを開設できない状況です。これだけの人手不足の中で本当に分かりやすいモデルケースを作らないと、何も変わらないと思います。
（委員長）
2025年までは人材確保が非常に大きな課題になります。危機感を持って、具体的なインセンティブがある施策をできるかどうかが重要です。全国的にもモデルケースはあまりないと思います。総合事業はかなり厳しいと思います。空き家を活用してもよいと思います。どのような人材を確保できる可能性があるのか、シニアの方で70歳まで働きたい方は多いと思います。そのあたりの埋もれた人材であるとか、もしかしたら外国人まで焦点に当てないといけないかもしれません。実際に特別養護老人ホームの事業所では既に外国人確保に走っています。そのうち訪問介護の事業所でもそうせざるを得なくなると思います。
（委員）
支える人についての施策を入れ込まないと計画にならないと思います。
（委員長）
行政的にも難しい課題で全国的にモデルは少ないと思いますが、個別には少しずつ出てきていると思います。町田市の特別養護老人ホームでは、ひとり親世帯の方たちを介護人材として昼間だけの勤務で雇い、事業所単独の努力で住宅を確保しています。その程度しないとケアワーカーは集まらないというのが実態です。様々な事例を調べながら、人材確保については検討していくと良いと思います。
具体的な施策が見えないと重点的な施策のイメージもできないと思いますので、具体的な施策について説明していただければと思います。その後、また戻って重点施策の表現を検討しても良いと思います。
（２）審議　第４次あいとぴあレインボープラン（狛江市地域福祉計画）施策・事業について
（委員長）
議事（２）について事務局から説明をお願いします。
（事務局）
【資料３、３－２、４－１、４－２】説明。
（委員長）
資料３－２については、私の方からもお願いして今までにないようなデータも出していただきました。今後も必要なデータはお願いしたいと思いますが、例えば、80歳代の方が80歳代を介護している老々介護は非常にリスクが高いと思います。このようなリスクが高い方には予防的に早めに関わることが重要です。
50歳代の方で介護している方には介護離職のリスクがあります。政府も言っていますが、経済的にも介護離職はしない方がよいです。しかし、今のデイサービスは16時近くまでしか利用できないと思います。
子どもの貧困問題も含めて、その人たちのライフステージ、生活に合った支援の方法があるということです。単にコミュニティソーシャルワーカーを地域別に配置したからといって、簡単に解決できるわけではなく、深刻な事態になる前に予防的に手を打たないといけないと思います。そのためのデータが足りないのではないかと思います。日本人はＳＯＳを出さない方も多いので、相当な深刻な事態になってはじめて分かることがあります。今までの地域福祉計画では、子どもの貧困問題等のデータは無かったので出していただきました。
個別の施策については、本日は時間がないので、皆さんに事業内容を確認していただければと思います。例えば、４ページに「アウトリーチ型相談支援を実施します。」とありますが、住民の方には「アウトリーチ」という言葉は分かりにくいと思います。先ほども言いましたが、どのような対象の方に、どのようなアウトリーチをするのか具体的に考えないといけないと思います。コミュニティソーシャルワーカーを配置したからアウトリーチをするというのは単純な発想なので、もう少し焦点化する必要があると思います。
また、各年度の計画について「継続」が多いので、このままだと計画にならないと思います。検討委員会の委員長からもご指摘があったようですが、私も同意見です。ですので、３年間は目標値を書いて、３年後に介護保険事業計画も改定するので、それに応じて地域福祉計画も見直して、その後の３年間の目標値を検討して書いていけばよいと思います。目標値については、本日いただいた意見も踏まえて、次回ご提案させていただくということです。
（委員）
先ほどの委員、委員の人材に対するご意見は大切なことだと思います。「基本目標２　ともに生きる豊かな地域づくり」で住民について書いていますが、地域福祉計画としては、住民の方がどれだけ地域づくりに立ち上がっていくか、そのような環境をどのように作っていくかは大変重要になります。
しかし、そこに専門職の確保ということを追加するのは違うと思います。「基本目標１　地域の多様な課題にこたえる包括的な支援の仕組みづくり」では、「（２）サービスの質の確保」でサービス事業所自体の質の確保が書かれていて、「（３）新しい支援体制を支える環境整備」で専門職をコーディネートする人材、医療・福祉に横断的に活躍できる人材の育成が書かれています。両方とも２人の委員が発言した趣旨と関係していますが、直接ではないと思います。しかし、少子高齢化で労働人口が減り、特に福祉の現場で働く人は減っている状況の中で、ショートステイのベッドがあるのに、人材が確保できずオープンできない事業所もあるということです。そのような状況では、サービスの質以前の問題であり、コーディネート以前の問題だと思います。
そのため、基本目標１の（２）か（３）に項目を立てて、狛江市独自で福祉人材を確保する何らかの施策を追加しないといけないと思います。これはサービス基盤の整備だと思います。今までの地域福祉計画の常識からすると少しなじまないかもしれませんが、今の状況では専門職の確保ということは、サービス基盤の整備の前提になると思います。
どのように施策を追加するかについては、私も相談に乗りますし、委員長にも相談に乗っていただければと思います。どうでしょうか。
（委員長）
担う人がいなければ、サービスの質の確保はできないので、「（２）サービスの質の確保」と「（３）新しい支援体制を支える環境整備」は逆にしたほうがよいと思います。そして、コーディネート人材より優先順位が高いのは、人材の確保だと思います。
（委員）
（２）と（３）を逆にして、今の（３）の①に「人材の確保、育成・養成、研修の強化等」を追加して個別施策として位置付ければよいということだと思います。
（事務局）
事務局で整理させていただいて、委員長と委員と調整させていただきます。
（委員）
資料３－２の14ページには「こまＹＥＬＬ」に相談されていた方で解決に向かった時の変化が書かれています。評価１は経済的変化であり具体的な解決に向かった部分なので、成果が出しにくい部分ではあると思うのですが、個人的に「こまＹＥＬＬ」のがんばりでもあり、重要な点だと感じたのは評価２についてです。
「精神の安定」は、話を聞いてくれて落ち着いたとか、嬉しかったということです。「自立意欲の向上・改善」は、がんばってみようと思ったということです。「社会参加機会の増加」は、日中とじこもってたのが出れるようになったということです。「生活習慣の改善」は、夜寝て、昼間起きるという生活スタイルができてきたということだと思います。ここは大変重要であり、見方によっては、生活困窮をしている方が地域で孤立しているということを表すデータだと思います。地域福祉計画のデータとしてはとても重要だと改めて感じました。
（委員長）
コメントを付けて、市民の方にデータが意味することを分かりやすくしてださい。
生活困窮については、居場所づくり、講座等も重要なのですが、出て行く先が大切になると思います。行政・社会福祉協議会では難しいので、出て行く先を地域で作れるかということが重要になります。出て行く先を作れるＮＰＯ法人、社会福祉法人があると助かります。藤里町は社会福祉協議会ががんばったようです。一方では人手不足の職場は多くあります。働きたくても難しい課題がある人が多いので、マッチングの機能が必要になります。しかし、この人たちが精神疾患になって生活保護を受けたら、住民の負担が大きくなります。予防は非常に大事です。行政、民間も含めて、手間は掛かりますが、早いうちに手を差し伸べることが大切なことです。今までできていなかったことだと思います。計画にどのように書くかは難しいですが、横浜市のＮＰＯ法人の「Ｋ２インターナショナル」は、ひきこもりの若者に対して、空き家を借りて共同生活できる生活寮を提供して、親から自立させるというところまで行っています。そこまではできないと思いますが、今までにはない課題だと思います。
今後、社会福祉協議会はそのようなＮＰＯ法人を作ることが役割になると考えます。抽象的な人材ではなくて、地域の課題が分かって、子どもの貧困問題等をどうするのかということを具体的に考えられる人材が求められています。今までの「あいとぴあカレッジ」ではなく、そのような本格的な人材も育てて欲しいと思います。
（副委員長）
資料３－２の18ページにはスクールカウンセラーの相談実績が載っていますが、スクールソーシャルワーカーの実績も見たいです。相談内容、相談経路、支援内容、連携先等、活動の様子が分かるデータをお願いします。
（委員長）
このようなデータを載せると、行政内でも教育と福祉の連携が必要だということが認識されると思います。
空き家調査はしていると思いますが、結果は出ているのでしょうか。
（事務局）
結果は出ていると思いますので、出すことができるデータを調整します。
（委員長）
狛江市の空き家の状況を知っている方は少ないと思います。東京都では80万戸といわれていますが、多摩市では調査をして５％ということでした。賃貸が多いようです。狛江市がどうなのかということは興味深いです。
各施策については見ていただいて、後日ご意見をいただければと思います。後ほど今後の日程についてご案内があると思います。３年間の目標値は事務局で今後検討していくので、私どもも相談にのっていきたいと思います。
（３）報告　狛江市地域包括ケアシステム連携推進会議の設置について
（委員長）
議事（３）について事務局から説明をお願いします。
（事務局）
【資料６】説明。
（委員長）
医療と介護の連携、生活支援、インフォーマルサービス、空き家活用も含めて住宅ということが関係してきます。
（委員）
インフォーマルサービスが分かりません。
（委員長）
制度に基づかないケア・支え合いということであり、住民組織がサービスを提供したり、狛江市では社会福祉協議会の笑顔サービスも入ると思います。
地域包括ケアは論点が広いので、全国の先進事例を調べて、狛江市にあった論点を絞っていただきたいです。論点の１つは、どのように孤立を予防するかということだと思います。地域に出かける場所を作ることが、介護予防・認知症予防につながると思います。空き家を使って地域に拠点を作る等が考えられます。流山市がかなり取り組んでいます。また、体操等も大事であり、江戸川区が盛んです。良い体操を開発してください。まだまだ多様にあると思いますが、一般化しないで狛江市に合った論点を議論してください。
（委員）
既に地域ケア会議はあると思いますが、どのような成果を上げているのでしょうか。地域包括ケアシステムとの関係を教えてください。
（事務局）
現在は地域の課題としてゴミ屋敷が話し合われています。これは広くて深いテーマなので、昨年度後半にテーマが決まり、まだ具体的な対策までは進んでおらず、引き続き検討しています。
（委員長）
地域ケア会議は個別の課題から地域の課題を抽出して、現場レベルで対応します。地域包括ケアシステム連携推進会議は、長期的な視野で、狛江市で地域包括ケアのシステムをどのように作っていくか検討していくということです。
（委員）
地域包括支援センターのセンター長も兼ねているので補足をさせていただきます。市内では様々な担当者が個別ケア会議を開催しており、その会議で課題を解決していることもあります。しかし、課題の中にはケアマネジャー等の立場では解決できないこと、課題として残ることがあるので、それを吸い上げて地域包括支援センター、行政が参加する課題検討会議で検討し、それを施策化していくシステムになっています。
障がい者福祉施策についても、それに似た会議体つぃて自立支援協議会があります。ケアマネジャーではないのですが、個別の課題から抽出して施策につなげていくという流れになっていると思います。
（委員）
相談支援事業からつなげていきます。
（委員）
地域包括ケアシステムのベースになるということだと思います。
（委員）
下から様々なことが上がっていくシステムになることが望ましいと思います。しかし、すべてのことが吸い上げられているかといえば、現実的にはまだまだ難しい状況です。
（委員長）
国の「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部の狛江版を検討するのでしょうが、目的にある主要課題が高齢者寄りだと思います。
（事務局）
はじめに高齢者を先行モデルにして、障がい、子どもにも拡大できればと考えています。しかし、検討自体は進めていかなければいけないので、同時に検討はしていきたいと考えています。
（委員長）
自分の反省も含めてですが、90年代は高齢者を中心にやってきましたが、これからは今後を担っていく子どもや若者が大事だと思います。これまでは地域包括ケアも高齢者優先で議論してきましたが、考え方を変えた方がよいと思います。
（委員）
地域包括ケアシステム連携推進会議について、コンパクトな大きさの狛江市で何を大事にするのか、どういった目標を持つのかということは、テーマに入ってこないのでしょうか。自治体によってもできることが異なると思いますが、狛江市だからできることを取り上げて議論しているのですか。
（事務局）
会議はこれからになりますが、会議を進めていく中で委員長からご指摘があったように先進自治体の事例も見ていきます。しかし、狛江市でその事例をすべて取り入れることはできないので、狛江市の実情に合わせて検討していきたいと思います。
（委員）
事務局として検討の先のビジョンがあるのでしょうか。
（事務局）
事務局の中で狛江市としてやるべきことを考えていきたいと思います。
（委員）
会議を進めていく中で、狛江市だからできることを大切にして取り組んでいただければと思います。
（委員長）
行政内部の会議ですが、ビジョンが重要になります。多摩市は市長部局で部長級が集まっています。狛江市は資料の体制で進めながら、中間的に評価をしていけばよいと思います。２，３年間でしっかりと成果を出していただければと思います。横串を刺すということで、今回の地域福祉計画のポイントだと思います。
第１回は６月下旬ということですので、次回ご報告いただけると思います。
（４）報告　保育所入所待機児童数について　他
（委員長）
議事（４）について、その他もあると思います。まとめて事務局から説明をお願いします。
（事務局）
【資料７－１、７－２、７－３】、【追加資料１、２】、【参考資料】、【資料５－１、５－２】説明。
（副委員長）
追加資料２の狛江市公共施設整備計画の８ページにあるように、子育て・教育支援複合施設は、子育て・福祉・教育が一体となって支援する機能を持ちます。これは本当に難しいことであり、検討には時間を掛ける必要があります。
追加資料１では、児童発達支援センターについて書かれていますが、子育て・教育支援複合施設は、平成29年１月に整備計画が決まり、平成31年度に整備するということで、その中に児童発達支援センターが入るということです。また、追加資料１では「２」で児童発達支援センターの持つ機能が整理されていますが、これは子ども子育て会議の「一貫した地域療育システムあり方検討部会」で検討された内容になります。「児童発達支援センターのあり方検討部会」ではないので、機能として整理されたものは、まだまだ抽象的だと思います。例えば、建物の面積、必要な部屋・機能も決まっていませんし、そもそもの障がいの疑いのある児童のニーズ量に関する調査も行われていません。具体的な検討を早急にする必要があります。
平成29年度に基本設計をしていくということは、機能や提供すること、例えば通園を設けるのか、設けるとしたら定員はどの程度か等、具体的に検討を開始しないといけない時期だと思いますが、されていないので懸念しています。また、専門職の確保が困難な中で職員の体制も気になっています。
（委員長）
ご心配があるようですがいかがですか。
（事務局）
関係課が多岐にわたるので、政策室が中心になって検討することになっています。関係課の課長、係長が参加する会議が来週からスタートする予定です。
（副委員長）
政策室が福祉の中身を分かっているのか疑問です。
（委員長）
日野市では、相当議論して教育と福祉が連携していて、施設もあります。
ご心配は大変分かるので、今後会議もあるということですので、しっかりと報告していただければと思います。
（５）その他
（委員長）
次回はもう少し早い時期の予定でしたが、案の定ですが、厚生労働省の「見える化」システムのリリースが遅くなるということで、それに伴って遅れるということです。その間に体系や年度ごとの計画を精査していただければと思います。また、日程は改めてご調整させていただきます。
それでは大変遅くまでありがとうございました。
（事務局）
最後となりますが、委員の皆様の任期が7月31日までとなっています。３年間狛江市の福祉行政推進のためご協力いただきまして、大変ありがとうございました。市民委員については、６月15日から６月末まで募集させていただいており、広報こまえ等で周知をさせていただいていますので、よろしくお願いいたします。
（委員長）
変わる方もいるということですか。
（事務局）
公募市民委員の方は改めて公募となりますので、変わられる方がいらっしゃいます。
（委員長）
各団体の代表で出られている方も変わる可能性がありますか。
（事務局）
はい。現在調整させていただいています。
（委員長）
これで最後になる方もいらっしゃるかもしれません。３年間ありがとうございました。
以上
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